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betreffend die Anfechtung von Rechtshandlungen eines Schuldners ausserhalb des Konkursverfahrens）
が公布された。その後，民法の改正に関する1898年5月17日の法律ならびに同月の施行法によって，
破産法および債権者取消法が変更された。そして，取消法は1927年7月5日の破産防止のための和解に
関する法律第98条によって補充され，それは1935年2月26日の和解法第130条2項によって維持され
た。つまり，取消法は民法よりも早く制定されたものである。
 1．債権者取消権の要件
 　①一般要件
 　　（1）取消は債権者を害する法的行為を前提とする（取消法1条）。
 　　（2）法的行為が債権者を害すること。
 　②特別要件
 　　加害の意思（Benachteilgungsabsicht）とその認識（Kenntnis）を必要とする（3条1号）。
 2．債権者取消権の行使方法
 　①訴または訴訟上の抗弁（または再抗弁）によってのみしかできない。
 　②各債権者は，返還請求権を自己の権利として，かつ自己の名において行使することができる。
 　③ 訴の当事者は，取消権者と取消うべき給付の受領者であり，必要な場合は，受領者の承継人も含ま
れる（11条）。
 　　（1） 取消の訴は，債務者に対してはいかなる場合においても，単独にも，また同時にも提起できな
い。これは，被告は，―原物で，補充的に価格で―　債務者財産の損失において，彼に帰
したところのものを返還することを目指すところの債権者取消の目的から生ずる。この返還は，
取得者のみに命ぜられ，譲渡人に命ぜられない（7条，9条，11条）。
 　　（2） 返還義務者としては，まず債務者の財産から取り去られた財産の目的物の，最初の取得者であ
る。そして，繰返して譲渡がなされた場合に，最後の取得者が返還義務を有するためには，第
一の取得ならびにすべての中間の取得が，取消の理由あるものでなければならない。
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返された場合に，その目的物を最後に取得した者に対して，債権者取消権を行使するためには，
初めに目的物を取得した受益者並びにすべての中間取得者が悪意者でなければならないというこ
とである。つまり，ドイツ法の下では，善意者が現れた段階でその後の転得者（たとえ悪意でも）
に対しては，債権者取消権を行使できないのである。
　よって，善意者からの悪意の転得者に対する債権者取消権の行使を許容した事案において，本
研究判例は，受益者であるBが，当時未成年者であったために，Bの行為はすべて法定代理人で
あるYが行っていたことから，形式的には善意者からの悪意の転々得者であるけれども，実質的
には受益者Bと転々得者Yは同一とみることができ，Yは転々得者というよりは，むしろ悪意の
受益者とみるべきであるから，善意者からの悪意の転々得者であるYに対して債権者取消権を行
使できるのであって，最高裁の結論自体は正当なものであると考える。しかし，善意者からの悪
意の転得者に対する債権者取消権の行使は，本研究判例のような場合や，中間介在者がわら人形
的善意者として介在させられた場合に限り，認められるものであって，中間介在者が独立的善意
者であれば，その者が現れた段階で詐害行為性は無くなり，また，独立的善意者の完全な所有権
者的地位を保護する観点から，たとえ転得者が悪意者であっても，その者に対して，債権者取消
権の行使は認められないと考える。
　さらに，民法424条1項ただし書の「ただし，その行為によって利益を受けた者又は転得者が
その行為又は転得の時において債権者を害すべき事実を知らなかったときは，この限りでない。」
とする条文を素直に読めば，受益者が善意である時点で，また，転得者が善意である時点で，債
権者取消権は行使できないと解することができるため，善意者から転得した者がたとえ悪意者で
あっても，その者に対して債権者取消権を行使できないとする考えはより説得力のあるものとな
 　　（3） 債権者は，取消うべき行為の相手方の承継人に対して，譲渡されたものの原物返還を請求する
こともできれば，さらに最初の取得者に対して価格賠償を請求することもできる。
 　なお，下森定『債権者取消権の研究―下森定著作集Ⅰ―』（信山社，2014）によれば，ドイツ倒産法が，
1994年10月5日に公布された後，1999年1月1日から施行され，これと対応して債権者取消権法も改正
され，旧法は改正によって新法に引き継がれているようである。この改正は大幅に行われているが，基
本的な内容は変わらないため，本稿で関係する条文を挙げることだけにとどめておく（478頁）。
 第15条　権利承継人に対する取消
 （1）取消請求は，相続人又は取消の相手方の包括承継人に対しても行使することができる。
 （2）その他の特定承継人に対しては，以下の場合に取消権を行使することができる。
 　1　 当該権利承継人が，その取得の時に，前主の取得が取消しうることを基礎づける事情を知ってい
たとき
 　2　 当該権利承継人が，その取得の時に，債務者と緊密な関係にある者（倒産法第138条）に属して
いた場合，ただし，この者がその取得の時に前主の取得が取消しうることを基礎づける事情を知
らなかったときはこの限りでない。
 　3　 当該権利承継人がその取得財産を無償で得たとき
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るであろう。
4　おわりに
　これまで述べてきたとおり，善意の受益者または転得者からさらに転得した者に対する債権者
取消権の行使について，私見は，原則として，善意者からの悪意の転得者に対しては，債権者取
消権を行使できないと考える。なぜなら，善意者から悪意で転得した者に対して債権者取消権を
行使できるとすれば，目的物が善意者→悪意者→善意者→悪意者→……と転売が繰り返された場
合に，どんなに遠くにいる悪意者に対しても債権者取消権を行使できることになってしまい，法
的安定性を欠くことになる。また，受益者が転得者からの権利の瑕疵における担保責任を追及さ
れることになり，善意者の（真の所有権者としての）保護が空洞化されてしまうおそれがあるか
らである。
　ただし，例外として，中間介在者がわら人形的善意者として介在させられた場合は，善意者か
らの悪意の転得者に対する債権者取消権の行使は認められると考える。また，本研究判例は，悪
意の受益者（B）→善意の転得者（C社）→悪意の転々得者（Y）で，C社はわら人形的善意者で
はないケースではあるが，受益者であるBは，当時未成年者であったので，Bの行為はすべて法
定代理人であるYが行っていたため，実質的には受益者Bと転々得者Yは同一とみることができ
ることから，例外的に善意者からの悪意の転得者に対して債権者取消権を行使することが認めら
れると考える。なお，第一審におけるYの主張によれば，YはAから自ら贈与を受け，それをさ
らにBに贈与し，将来の相続のことを考慮して，中間省略登記によってAからBに直接所有権移
転登記手続をしたものであると述べており，BとYを同一とみうることは一層明らかである。
　したがって，中間介在者がわら人形ではなくして，独立的善意者であれば，その者が現われた
段階で詐害行為性は無くなり，また，独立的善意者の完全な所有権者的地位を保護する観点から，
たとえ転得者が悪意者であっても，その者に対して，債権者取消権の行使は認められないと考え
る。 
